（別紙様式１－２）（用紙寸法は、日本工業規格Ａ列４とする。）

（※本様式は、別紙を添付することも可とする。別紙を添付する場合は、Ａ４サイズで作成すること。）
事　業　計　画　書

１．業務の委託期間

契約締結日から令和６年３月31日まで

２．実証研究内容
（１）実証研究テーマ 
	※実証研究テーマについて、簡潔に一文で記載すること。


（２）解決・改善を目指す教育上の課題（申請要件Ⅰ（ア）（イ）関係）
	※本事業で解決・改善を目指す教育上の課題を記載すること。その際、その課題を解決・改善

することの全国的な意義やニーズについても、明確に記載すること。

※400 字程度で簡潔に記入すること。


（３）実証研究の概要（申請要件Ⅰ関係（ア）（イ）関係）
	※（２）における教育上の課題を踏まえた実証研究の具体的内容を記載すること。
※公募要領２（１）「委託内容」及び（６）「申請要件」を踏まえ、実証内容を具体的に記載すること。




（４）活用する先端技術（申請要件Ⅰ（ウ）関係）
　※本実証に関連するもののみ記載すること。
　①　実証校において現時点で既に活用している先端技術

	名称

	「●●●」

	機能
	※実証に関わる機能について記載すること。

	実証校
	○○小学校

	導入時期
	令和○年○月～

	取得・活用するデータ
※データを利活用しないものについては記載の必要はありません。
	データ名
	データ内容
	取得方法
	取得頻度、取得範囲等

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


②　本事業において新たに導入・開発する先端技術

	名称

	「●●●」

	機能
	※実証に関わる機能について記載すること。

	実証校
	○○小学校

	導入時期
	令和○年○月～

	取得・活用するデータ
※データを利活用しないものについては記載の必要はありません。
	データ名
	データ内容
	取得方法
	取得頻度、取得範囲等

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（５）先端技術を活用した実証研究内容の先進性・新規性（申請要件Ⅰ（エ）（オ）関係）
	※公募要領２（６）「申請要件」（エ）及び（オ）を踏まえて記載すること。



（６）活用する先端技術に関するシステムやネットワーク構成（１人１台端末の活用や既存システムとの連携を含む。）（申請要件Ⅰ（カ）関係）
	※図等を用い、わかりやすく記載すること。



（７）セキュリティの確保（申請要件Ⅰ（キ）関係）
	※教育情報セキュリティポリシーガイドラインも踏まえた対応を記載すること。


（８）実証の目的と仮説等

	①現状の分析と実証の目的

	

	②実証を試みる仮説

	

	③個別の取組概要

	
	活用場面
	利活用する先端技術・教育データ
（名称、機能、種類等）
	具体的な利活用方法


	Ａ
	
	
	

	Ｂ
	
	
	

	Ｃ
	
	
	

	Ｄ
	
	
	

	Ｅ
	
	
	


※③については、必ずしも複数の取組を行う必要はなく、１つでも良い（Ａのみの記載でも可）。
（９）個別の取組（申請要件Ⅰ（ク）関係）
（８）③で記載した取組毎にその内容を記載すること。
【Ａ】

	取組テーマ
	※取組内容を簡潔に表現すること

	活用場面
	

	対象
	※対象となる学校、学年、人数等を記載すること

	背景や実態、目的
	※背景や実態、動機、目的について記載すること。

	活用する先端技術の名称
	

	活用する先端技術の機能概要
	※教育データの収集・分析方法についても記載すること。

	活用する教育データの種類・内容
	

	取組内容
	※導入する先端技術や教育データを基に、どのような教育の質の向上を目指すのかについて具体的に記載すること。
※データの種類や内容、活用方法等について具体的に記載すること。


（10）実証校における指導計画等（申請要件Ⅰ（ケ）関係）
	※実証校において、先端技術を活用した取組についてどのように取り組むのか、具体的な各教科等の指導計画や学校運営の計画について記載すること。
※先端技術を活用した学びや学校経営を通じて、個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実を図り、主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善の実現を図るための具体的な計画を記載すること。
※実証校が記入すること（実証校が複数の場合には、実証校ごとに記入すること）。


（11）実証によって得られる成果・知見及び普及するための工夫（申請要件Ⅰ（サ）関係）
	※人的・金銭的コストに鑑みた、全国の学校等における再現性についても記載すること。


（12）事業実施スケジュール

事業実施のスケジュールを詳細に記載すること。なお、本事業に係る工程表等を作成している場合は、別紙（任意様式）として添付すること。
①これまで（採択まで）の取組

	時期
	主な取組

	
	※本事業において新たに取組を実施する場合は記載不要。


②令和５年度　採択以降の計画

	時期
	実証研究についての取組
	全国で汎用的に活用できる知見・成果の整理に関する取組

	4月
	※３（９）に記載する実証研究委員会の開催予定についても記載すること。
	

	5月
	
	

	6月
	
	

	7月
	
	

	8月
	
	

	9月
	
	

	10月
	
	

	11月
	
	

	12月
	
	

	1月
	
	

	2月
	
	

	3月
	
	


（13）事業終了後の計画（申請要件Ⅰ（シ）関係）
	本事業における取組を継続、さらに普及していくことを見据えた計画を記載すること。


３．実施体制の構成（申請要件Ⅱ関係）
学校設置者、学校関係者、事業者等による実証研究の実施体制等について記載すること。
※記述欄が不足する場合は適宜追加すること。
（１）学校設置者
	＜連絡先＞
	（電話番号）
	（E-mail）


	担当者氏名
	所属・役職 等
	具体的な役割
（連絡担当者を明記すること）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（２）実証校関係者
　※実証校ごとに表を作成して記入すること。

	【学校名】
	

	＜連絡先＞
	（電話番号）
	（E-mail）


	担当者氏名
	所属・役職 等
	具体的な役割
（連絡担当者を明記すること）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（３）実証校の概要

実証校等の規模と校種
	
	項　目
	内　　　容

	１
	校種
	小学校

	
	学校名（ふりがな）
	○○市立○○小学校（○○）

	
	所在地
	○○県○○市○○町Ｘ－Ｘ―Ｘ

	
	全校児童生徒数
	○○人

	
	実証対象学年の児童生徒数とクラス数
	４学年：○人（ＸＸクラス）
５学年：○人（ＸＸクラス）
６学年：○人（ＸＸクラス）

	
	その他
	特筆すべき事項があれば記入すること

	２
	校種
	中学校

	
	学校名（ふりがな）
	○○市立○○中学校（○○）

	
	所在地
	○○県○○市○○町Ｘ－Ｘ―Ｘ

	
	全校児童生徒数
	○○人

	
	実証対象学年の児童生徒数とクラス数
	１学年：○人（ＸＸクラス）
２学年：○人（ＸＸクラス）

	
	その他
	特筆すべき事項があれば記入すること

	３
	校種
	高等学校

	
	学校名（ふりがな）
	○○県立○○高等学校（○○）

	
	所在地
	○○県○○市○○町Ｘ－Ｘ―Ｘ

	
	全校児童生徒数
	○○人

	
	実証対象学年の児童生徒数とクラス数
	１学年：○人（ＸＸクラス）
２学年：○人（ＸＸクラス）

	
	その他
	特筆すべき事項があれば記入すること

	４
	校種
	特別支援学校

	
	学校名（ふりがな）
	○○県立○○特別支援学校（○○）

	
	所在地
	○○県○○市○○町Ｘ－Ｘ―Ｘ

	
	全校児童生徒数
	○○人

	
	実証対象学年の児童生徒数とクラス数
	○学年：○人（ＸＸクラス）
○学年：○人（ＸＸクラス）

	
	その他
	特筆すべき事項があれば記入すること


　※　実証校の校種（小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校及び特別支援学校）、学校名、所在地、全校児童生徒数、実証対象学年毎の児童生徒数とクラス数について記載すること。なお、記載情報については、申請時のものとする。
　※　記述欄が不足する場合は適宜追加すること。
（４）先端技術を提供・開発する事業者
	【事業者名】
	

	＜連絡先＞
	（電話番号）
	（E-mail）


	担当者氏名
	所属・役職 等
	具体的な役割
（連絡担当者を明記すること）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（５）学校経営、教育方法、学習指導又は授業研究に関する学識経験者
	＜連絡先＞
	（電話番号）
	（E-mail）


	担当者氏名
	所属・役職 等
	具体的な役割
（連絡担当者を明記すること）

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（６）教育工学に関する学識経験者
	＜連絡先＞
	（電話番号）
	（E-mail）


	担当者氏名
	所属・役職 等
	具体的な役割
（連絡担当者を明記すること）

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（７）個人情報保護制度等に係る経験や専門性を有する者
	＜連絡先＞
	（電話番号）
	（E-mail）


	担当者氏名
	所属・役職 等
	具体的な役割
（連絡担当者を明記すること）

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（８）ネットワーク及びセキュリティに関して専門性を有する者
	＜連絡先＞
	（電話番号）
	（E-mail）


	担当者氏名
	所属・役職 等
	具体的な役割
（連絡担当者を明記すること）

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（９）実証研究委員会構成員
	＜連絡先＞
	（電話番号）
	（E-mail）


	担当者氏名
	所属・役職 等
	具体的な役割
（連絡担当者を明記すること）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（10）実施体制図
	※学校設置者、実証校、事業者、高等教育機関等の有識者、個人情報保護制度等に係る経験や専門性を有する者、実証研究委員会等の連携体制を、必要に応じて図を用いながら、具体的に記載すること。

	※関係機関と目的意識を共有し、連携を取りながら適切に業務を遂行するための工夫について記載すること。


４．実証の効果検証について（申請要件Ⅲ関係）
　実証成果を検証するにあたっての指標及び検証方法を具体的に記載すること。なお、指標及び検証方法の設定にあたっては、２（８）における仮説を踏まえたものとすること。
①　数的評価

	指標
	

	測定対象
	

	実施時期、頻度
	

	検証方法
	

	期待する
効果
	

	達成目標
	現状値
	目標値



②　質的評価

	指標
	

	測定対象
	

	実施時期、頻度
	

	検証方法
	

	期待する
効果
	

	達成目標
	現状値
	目標値


※　現状値（令和４年度末時点での数値等）が分かっている場合には、「（現状値）」欄に記載すること。分からない場合には「未測定」である旨を明記すること。
※　記述欄が不足する場合は適宜追加すること。
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